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第１ 総則 
 

１．要求水準書の位置付け 

 

 本要求水準書（以下、「要求水準書」という。）は、川西市中央北地区PFI事業（以下、

「本事業」という。）に関する、都市基盤施設の整備、工事監理、事業区域全域の円滑な促

進に係る調整業務、維持管理、まちづくりコーディネート、付帯業務の各要件について、川

西市（以下、「市」という。）が民間事業者（以下、「PFI事業者」という。）に要求する
水準（以下、「要求水準」という。）を示すものである。 

なお、提案事業については、PFI事業者の募集時の提案に基づき、協定書及び特記仕様書等
を定めるものとし、その内容にしたがうものとする。 

また、提案事業を含め、この要求水準書は、現時点における市が考えている基本的な水準を

示しているもので、事業者が、創意工夫によって要求水準を上回る提案を行うことを妨げるも

のではない。 
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２．業務の目的 

 
川西市では、市の中心部に位置する中央北地区において土地区画整理事業を進めている。 
中央北地区内では、皮革工場跡地や市、市都市整備公社の公有地などが混在しており、市

の玄関口である川西能勢口駅から約 0.6～1.2㎞北側に隣接する立地にもかかわらず、上下水道、
道路などの都市基盤が未整備の状況にある。このため、同地区の無秩序な開発を防止するとと

もに、駅に隣接する立地ポテンシャルを最大限に活かした計画的な土地利用を進め、持続可能

で、かつ、環境にやさしいまちを目指していくことが求められた。 

 

こうした課題等を受け、市では、本地区のまちづくりについて「土地利用基本構想（H20.3）」

「基本計画素案（H21.3）」「土地利用基本計画案（H22.12）」を策定しており、平成 23年 3月

には本地区土地区画整理事業について事業認可を経て事業計画の決定を行い、本格的に事業に

着手しているところである。 

また、さらには、平成 23年６月、「医療」「住宅」「集客」など多機能が連携する『次世代

型複合都市』を目指し、「中央北地区のまちづくり方針」（附属資料１）を策定し、新しいまち

づくりを行い地区内の付加価値向上を目指している。 
 
本事業は、川西市中央北地区において、宅地整地、道路・公園等整備、道路・公園等維持

管理、市関連用地処分、まちづくりコーディネート業務等を一体的な PFI事業とすることで、
財政負担の軽減と民間事業者のノウハウを活用した総合的なまちづくりの推進を行うことを

目的とする。 
とくに、まちづくりコーディネート業務については、都市基盤の設計・整備・維持管理の

各段階における市民参加（参加手法の企画・実施段階のマネージメント）及び「川西市中央北

地区低炭素まちづくり計画(案)」（附属資料２）及び地区内の民間事業者間の連携を目的とした
中央北地区全体のトータルコーディネート等の提案と実践を位置付けることにより、本市の新

たなまちづくりの推進を牽引していくことが求められる。 
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３．業務地区の概要 

 

（1）業務実施区域 

 

①施行地区   阪神間都市計画事業中央北地区特定土地区画整理事業〔以下、「本事業」

という。）地内 

 

②施行面積   約２２．３ha 

 

（2）事業計画等 

本事業の事業計画の内容は、事業計画書（平成24年11月30日 第１回変更）（附属資料３）

を基本とする。 

また、整備費用については、別途、様式集参考資料「設計図書」によるものとする。 

 

（3）土地利用計画 

本事業の土地利用計画については、「阪神間都市計画事業中央北地区特定土地区画整理事

業 市街化予想図」（附属資料３の一部）を参照すること。 

 

（4）都市計画 

本地区の都市計画の概要（用途地域、地区計画等）については、以下のホームページアド

レスを参照すること。 

 

   川西市 まちづくり推進室 都市計画課 

http://www.city.kawanishi.hyogo.jp/gyomu/machitoshi.html 
 
 
 
 
 
 

  

http://www.city.kawanishi.hyogo.jp/gyomu/machitoshi.html
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４．施設概要 

 

本業務について、整備する都市基盤施設は以下のとおりである。 

 

項 目 概 要 備 考 

都市計画道路 

（豊川橋山手線外２路線） 

延長 約687ｍ ｗ＝9～15ｍ 

電線共同溝延長 約640ｍ  

特殊道路 

（せせらぎ遊歩道南線） 

延長 約382ｍ ｗ＝16ｍ 

通路 

（せせらぎ遊歩道北線） 

延長 約115ｍ  

特殊道路 

（No.１～4） 

＊豊川橋山手線の歩道に含ま

れる 

延長 約610ｍ ｗ＝1.0ｍ 

区画道路 

（No.3・6） 

延長 

 

約257ｍ 

 

ｗ＝6～10ｍ 

水路 

（第2号水路・第4号水路） 

延長 

 

約92ｍ 

 

ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ 

（水路敷を含む） 

整地 

（15街区） 

面積 

 

約0.8ha 

 

 

市関連用地 

（15街区） 

面積 約0.8ha  

都市公園 

（中央公園） 

公園面積 約2ha  

 

※ 土壌汚染対策工事の対象地が一部含まれる。（附属資料４参照） 
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５．業務の範囲 

本業務の対象となる業務の範囲については、別添資料「川西市中央北地区PFI事業 募集要

項」の「第２ 事業概要 １事業内容に関する事項 （４）業務の範囲」（p.2）を参照する

こと。 

 

６．業務期間 

本業務の期間は、平成25年度～平成34年度とし、各業務ごとの業務期間は、以下のとおり

を予定している。（ただし、国費の配分、移転補償及び文化財調査等の結果により、一部業務期間等が変わ

る場合がある。まちづくりコーディネート業務スケジュールについては、附属資料５を参照のこと。）   

業務期間（年度） 

業務分類  

25年 26年 27年 28年 29年 30年 31年 32年 33年 34年 

①都市基盤施設の整備に

関する業務 
          

ア 整地業務           

イ 道路整備業務           

ウ 公園整備業務           

エ その他関連調査等業

務 
          

②工事監理業務           

各施設の整備に関する工

事監理業務 
          

③中央北地区特定土地区

画整理事業区域全域の円

滑な促進に係る調整業務 

          

中央北地区特定土地区画

整理事業区域全域の諸工

事の円滑な促進に係る進

捗等の調整業務 

          

④維持管理業務           

ア 道路維持管理業務           

イ 公園等維持管理業務           

⑤まちづくりコーディネ

ート等業務 
          

ア せせらぎ遊歩道及び

中央公園の設計・施工・

管理を一元的に捉えた市

民参加による展開業務 

          

イ 低炭素のまちづくり

推進業務 
          

ウ 中央北地区全域（土

地区画整理事業区域全

域）に関するマネージメ

ント業務 

          

⑥付帯業務           

市関連用地等処分業務           

設計関連  施工関連  維持管理関連 
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７．遵守すべき法規則等  

 

本業務の実施にあたっては、都市基盤施設の整備、工事監理、事業区域全域の円滑な促進に

係る調整業務、維持管理、まちづくりコーディネート、付帯業務の内容に応じて関連する関係

法令等を遵守するとともに、各種基準、指針等についても本業務の要求水準と照らし合わせて

適宜参考にするものとする。以下に本業務の整備に関して特に留意すべき関係法令を示す。 

 

①法令等 
(ｱ) 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（PFI法：平成 11

年法律第 117号） 
(ｲ) 道路法（昭和 27年法律第 180号） 
(ｳ) 建設業法（昭和 24年法律 100号） 
(ｴ) 建築基準法（昭和 25年法律第 201号） 
(ｵ) 土地区画整理法（昭和 29年法律第 119号） 
(ｶ) 都市計画法（昭和 43年法律第 100号） 
(ｷ) 都市公園法（昭和 31年法律第 79号） 
(ｸ) 都市の低炭素化の促進に関する法律（平成24年法律第84号） 
(ｹ) エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭和54年法律第49号） 
(ｺ) 地球温暖化対策の推進に関する法（平成10年法律第117号） 
(ｻ) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18年法律第91号） 
(ｼ) 土壌汚染対策法（平成 14年法律第 53号） 
(ｽ) 労働基準法（昭和 22年法律 49号） 
(ｾ) 労働安全衛生法 （昭和 47年法律第 57号） 
(ｿ) 上記の他、関連する法令等 

 

②条例等 
(ｱ) 川西市都市景観形成条例（平成 5年条例第 1号） 
(ｲ) 兵庫県福祉のまちづくり条例（平成 4年条例第 37号） 
(ｳ) 兵庫県環境の保全と創造に関する条例（平成 7年条例第 28号） 
(ｴ) 兵庫県の産業廃棄物等の不適正な処理に防止に関する条例（平成 15年条例 23号） 
(ｵ) 移動円滑化のための必要な特定公園施設の設置に関する基準 
(ｶ) 都市公園の移動等円滑化整備ガイドライン 
(ｷ) 土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン 暫定版（平成 22 年 

（社）土壌環境センター） 
(ｸ) 中央北地区のまちづくり方針（附属資料１） 
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(ｹ) 川西市中央北地区低炭素まちづくり計画(案)（附属資料２） 
(ｺ) 中央北まちづくり指針(案)（附属資料６） 
(ｻ) 川西市土壌汚染対策指針(案)（附属資料７） 
(ｼ) 上記の他、関連する条例等 

 
 
 
 



 

8 
 

８．要求水準の変更 

 

（1）優先適用 

提案要件として求めた水準及び提案書に記載された提案内容の水準が要求水準書に示さ

れた水準を上回るときは、提案書における水準が本業務の要求水準として優先的に適用され

るものとする。 

 

（2）要求水準の変更 

市と、提案審査によって優先交渉権者となった事業者は、本要求水準、提案依頼書及び提

案された内容に関して、事業価値の向上のための協議を行うことにより、協定書を締結する

前に、要求水準を変更することがある。 

 

（3）業務期間中の変更 

市は、基本協定書に基づき設立された特別目的会社（以下「PFI事業者」という。）と協
議の上、本業務の業務期間中に要求水準の見直しを行い、その変更を行うことがある。 

市は、要求水準を変更する場合、事業者と協議のうえ、協定書の定めるところにより、要

求水準を変更し、当該変更に伴い必要となる事業費の変更及び業務契約金額の変更を行う。 
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第２ 都市基盤施設の整備に関する要求水準 

 

１．総則 

本業務では、都市計画道路、区画道路・特殊道路、公園等の都市基盤施設の整備、及び

１５街区の整地に関わる業務を行う。 

 

２．PFI事業者 

   本業務の対象とするPFI事業者とは、募集要項に定める「設計企業」「建設企業」とす
る。 

 

３．業務の範囲 

PFI事業者は、川西市中央北地区PFI事業協定書（以下、「協定書」という。）の締結
後、協定書、業務委託契約書、本要求水準書に基づいて、本事業地区内における都市基盤

施設（詳細は本要求水準書「第１ 総則 ４施設概要」を参照のこと）の整備に関する業

務を行うこと。 

 

設計業務   ：電線共同溝及び中央公園の実施設計 

※市の実施する設計業務については附属資料８参照。 

建設工事業務 ：都市計画道路、区画道路・特殊道路、水路、及び公園の整備 

１５街区の整地 

電線共同溝の設置 

 

なお、市及びPFI事業者が協議し、事業価値等を高めるために必要であると合意した場
合、協定書の締結前後にかかわらず、協定書、業務委託契約書、要求水準書等における業

務の内容を変更することができるものとする。 
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４．業務期間 

都市基盤施設の整備に関わる業務の業務期間については、以下に示すとおりである。    

業務期間（年度） 

業務分類  

25年 26年 27年 28年 29年 30年 31年 32年 33年 34年 

豊川橋山手線外２路線           

特殊道路（No.１～4）           

せせらぎ遊歩道南線           

せせらぎ遊歩道北線           

区画道路（No.3・6）           

水路（第2号・第4号）           

電 線共 同

溝 

 

実施設計           

建設工事           

中央公園 
実施設計           

建設工事           

15街区           

※各施設の施行年次予定については、附属資料９を参照のこと。 

 

 

５．適用基準等 

本業務の実施にあたっては、要求水準及び下記に示す図書・基準等に準拠する。 

・阪神間都市計画事業中央北地区特定土地区画整理事業 事業計画書 
・土地区画整理事業実務標準（(社)街づくり区画整理協会） 

・土地区画整理必携（国土交通省都市・地域整備局市街地整備課監修） 

・補助事業実務必携（都市局所管） 

・土木設計業務等委託必携（兵庫県県土整備部監修） 
・土木技術管理規程集（兵庫県県土整備部） 
・小型構造物標準図集（兵庫県県土整備部） 
・電線共同溝実務の手引き（兵庫県県土整備部） 
・土木請負工事必携（兵庫県県土整備部監修） 
・土木工事共通仕様書（兵庫県県土整備部監修） 
・土木工事施工管理基準（兵庫県県土整備部監修） 
・川西市土地区画整理事業測量作業規程 
・その他関係する必要な図書 
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６．要求水準 

 ア 整地業務 

(ｱ)整地工事業務 

1)整地工事業務 

①協定書、業務委託契約書及び設計図書（付属の図面、土木工事共通仕様書及び特

記仕様書等をいう。以下同じ。）にしたがって、１５街区の整地に関わる工事を

実施すること。 

②協定書、業務委託契約書に定める期間内に整地工事を完了すること。 

③工事着手前に施工計画書（実施工程表を含む）を提出すること。 

 

2)施工管理 

①施工計画書に示される作業手順にしたがって施工し、管理を行うこと。 

②設計図書に適合するよう工事を施工するため、施工管理体制の提案ならびに施工

体制を確立した上で施工すること。 

③建設工事の適正な施工を確保するため、工事現場に専任の監理技術者（建設業法

第26条第2項に規定する監理技術者をいう。）を配置すること。 

④兵庫県県土整備部が定める「土木請負工事必携」「土木工事共通仕様書」及び「土

木工事施工管理基準」にしたがって施工監理を行い、その記録及び関係書類を直

ちに作成、保管し、完成検査時に提出すること。また、完成検査時以外でも市が

請求した場合は直ちに提出すること。 

 

3)施設引渡業務 

①協定書、業務委託契約書及び設計図書にしたがって、段階確認、工事完成検査及

び既済部分検査等を行うこと。 

②施設引渡にあたり、監督職員の指示に従い、施設及び将来管理者別に引渡図書等

を作成すること。 

③譲渡前に市の完成検査を受けること。 

 

4)精度管理測量への協力 

・市が実施する道路（官民）境界測量※に協力すること。 

※換地となる宅地の地積の精度を確保するため、道路の街渠を据え付ける前に、道

路官民境界線の墨出しを行う測量のこと。 

 

5)近隣対応・対策 

①建設工事の施工にあたり、地元関係者等から苦情等が生じないように注意するこ

と。 

②工事着手前に、市との協議等を行い、地元説明会を開催すること。 
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③万一発生した場合には、工事工程に支障をきたさないよう交渉にあたり、必要に

応じて市との対策協議を行い、誠意をもって対処すること。 

④交渉等の内容は、随時市に報告し、市からの指示があればそれにしたがうこと。 

 

6)安全確保 

①常に建設工事の安全に留意し、現場管理を行い、災害の防止を図ること。 

②周辺地域へ災害が及ばぬよう万全の対策を行うこと。 

③集中豪雨・洪水・その他天災に対しては、天気予報及び防災情報などに注意を払

い、常に災害を最小限にくいとめるため、防災体制を確立しておくこと。 

④緊急事態において、市が直接行う工事中止命令・指示等にしたがうこと。 

⑤工事車両の通行は、あらかじめ周辺道路の状況を把握し、事前に道路管理者なら

びに警察等と打合せを行い、輸送経路、時間、交通誘導員の配置、標識・安全施

設等の設置場所等、計画をたて、事故の防止を図ること。 

⑥工事車両通行に供する道路の維持管理（清掃等）については、道路管理者の指導

に基づき十分な配慮を行うこと。 

⑦通行者及び一般車両はもとより、高齢者、障害者等への危険防止や安全性確保に

ついて、道路管理者や警察および学校関係者等と協議を行い、十分な対策を行う

こと。 

 

7)環境対策 

・造成工事に係る配慮事項を踏まえ、市と協議・調整を行い、環境対策を実行する

こと。 

 

8)建設副産物の処理 

①工事により発生する産業廃棄物等については、法令等に定められた方法により適

正に処理または処分すること。 

②建設発生材、コンクリート塊等については、その再生可能なものは積極的に再生

資源として利用を図ること。 

 

(ｲ)その他これらを実施する上で必要な関連業務  

①市は必要と認めた場合、設計の変更を要求することができる。この場合の手続き

及び費用負担等については、協定書で定める。 

②その他上記整地工事業務を円滑に推進していくうえで必要業務を市と協議し、実

施すること。 
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イ 道路整備業務 

(ｱ)都市計画道路等の整備業務 

1)建設工事 

①協定書、業務委託契約書及び設計図書にしたがって、都市計画道路、特殊道路（No.

１～4）及び区画道路（No.3・6）の工事を実施すること。 

②工事実施にあたっては、占用者及び施工者との協議、調整を行うこと。 

③協定書、業務委託契約書に定める期間内に工事を完了すること。 

④工事着手前に施工計画書（実施工程表を含む）を提出すること。 

⑤市は、事業者を通じて工事監理者に随時報告を求めることができます。事業者は

工事監理者が工事監理を行う上で必要な協力をすること。 

 

2)施工管理 

・「第２ 都市基盤施設の整備に関する要求水準 ア 整地業務 (ｱ)整地工事業

務」の「施工管理」に同じ 

 

3)施設引渡業務 

・「第２ 都市基盤施設の整備に関する要求水準 ア 整地業務 (ｱ)整地工事業

務」の「施設引渡業務」に同じ 

 

4)精度管理測量への協力 

・「第２ 都市基盤施設の整備に関する要求水準 ア 整地業務 (ｱ)整地工事業

務」の「精度管理測量への協力」に同じ 

 

5)近隣対応・対策 

・「第２ 都市基盤施設の整備に関する要求水準 ア 整地業務 (ｱ)整地工事業

務」の「近隣対応・対策」に同じ 

 

6)安全確保 

・「第２ 都市基盤施設の整備に関する要求水準 ア 整地業務 (ｱ)整地工事業

務」の「安全確保」に同じ 

 

7)環境対策 

・「第２ 都市基盤施設の整備に関する要求水準 ア 整地業務 (ｱ)整地工事業

務」の「環境対策」に同じ 

 

8)建設副産物の処理 

・「第２ 都市基盤施設の整備に関する要求水準 ア 整地業務 (ｱ)整地工事業

務」の「建設副産物の処理」に同じ 
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(ｲ)特殊道路等の整備業務 

1)建設工事等 

①協定書、業務委託契約書及び設計図書にしたがって、特殊道路等（せせらぎ遊歩

道南線、せせらぎ遊歩道北線）及び水路について以下の業務を実施すること。 

 

ⅰ) せせらぎ遊歩道南線   

・「せせらぎ遊歩道ワークショップにかかる報告書（平成24年3月）（附属資

料１０参照）」及び中央公園市民ワークショップを踏まえた、せせらぎ遊

歩道の実施設計の見直し業務 

・建設工事 

・占用者及び施工者との協議、調整 

ⅱ)せせらぎ遊歩道北線  

・建設工事 

・占用者及び施工者との協議、調整 

ⅲ) 第２号水路及び第４号水路 

・建設工事 

・水路管理者、占用者及び施工者との協議、調整 

 

②協定書、業務委託契約書に定める期間内に工事を完了すること。 

③工事着手前に施工計画書（実施工程表を含む）を提出すること。 

④市は、事業者を通じて工事監理者に随時報告を求めることができる。事業者は工

事監理者が工事監理を行う上で必要な協力をすること。 

 

2)施工管理 

・「第２ 都市基盤施設の整備に関する要求水準 ア 整地業務 (ｱ)整地工事業

務」の「施工管理」に同じ 

 

3)施設引渡業務 

・「第２ 都市基盤施設の整備に関する要求水準 ア 整地業務 (ｱ)整地工事業

務」の「施設引渡業務」に同じ 

 

4)精度管理測量への協力 

・「第２ 都市基盤施設の整備に関する要求水準 ア 整地業務 (ｱ)整地工事業

務」の「精度管理測量への協力」に同じ 
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5)近隣対応・対策 

・「第２ 都市基盤施設の整備に関する要求水準 ア 整地業務 (ｱ)整地工事業

務」の「近隣対応・対策」に同じ 

 

6)安全確保 

・「第２ 都市基盤施設の整備に関する要求水準 ア 整地業務 (ｱ)整地工事業

務」の「安全確保」に同じ 

 

7)環境対策 

 ・既存水路の付け替えにおける水生生物への配慮を行うこと。 

・第２ 都市基盤施設の整備に関する要求水準 ア 整地業務 「(ｱ)整地工事業

務」の「環境対策」に同じ 

   

8)建設副産物の処理 

・「第２ 都市基盤施設の整備に関する要求水準 ア 整地業務 (ｱ)整地工事業

務」の「建設副産物の処理」に同じ 

 
 (ｳ)電線共同溝の設計及び設置業務 

①各電線管理者と協議のうえ、都市計画道路豊川橋山手線を中心に電線共同溝設置

の範囲を決定します。 

②協定書、業務委託契約書及び設計図書にしたがって、電線共同溝に関する一連の

設計を実施すること。 

③実施設計ならびに施工計画に基づき、電線共同溝工事に必要となる全ての工事数

量および金額を算出すること。 

④上記に基づき、電線共同溝の設置工事を実施すること。 

⑤協定書、業務委託契約書に定める期間内に設計及び設置工事を完了すること。 

⑥工事実施にあたっては、占用者及び施工者との協議、調整を行うこと。 

 

 (ｴ)その他これらを実施する上で必要な関連業務  

①市は必要と認めた場合、設計の変更を要求することができる。この場合の手続き

及び費用負担等については、協定書で定める。 

②その他(ｱ) ～(ｳ)の業務を円滑に推進していくうえで必要業務を市と協議し、実

施すること。 
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ウ 公園整備業務 

(ｱ)設計業務  提案業務 

 

（１）業務全般に関わる要求水準 

・本業務の検討項目は、大きく、「Ⅰ.基盤整備計画内容」及び「Ⅱ.市民ワーク

ショップへの参加、助言」に分類される。 

・「Ⅰ.基盤整備計画内容」については、以下の「ⅰ 基本的な考え方」に基づき、

「ⅱ 提案内容とする設計内容」の４項目について、事業者の自由な提案を求

めるものとする。なお、提案にあたっての計画条件や実際の設計業務の実施に

おいては、「ⅲ 計画条件」の内容に則するものとする。 

・「Ⅱ.市民ワークショップに基づく計画内容」については、別途業務「中央公

園の設計に関わる市民ワークショップ実施業務」（「第６まちづくりコーディ

ネート業務に関する要求水準 ア せせらぎ遊歩道及び中央公園の設計・施

工・管理を一元的に捉えた市民参加による展開業務 （ア）中央公園の設計に

関わる市民ワークショップ実施業務」参照）と十分に連携し、「市民ワークシ

ョップ」の内容を踏まえ、当該実施設計業務に反映すること。 

 

Ⅰ.基盤整備計画内容 

ⅰ 基本的な考え方 

 

○ユニバーサルデザインの視点を取り入れ、すべての人にとって使いやすく、

心地良い空間の計画とする 

○安心安全な計画内容とする 

○せせらぎ遊歩道や、総合体育館などの既存公益施設との連携を図る 

 

ⅱ 提案内容とする設計内容 

 

①地域の防災性の向上に寄与する機能について提案すること 

②地下貯留槽の活用方法について提案すること 

③小水力や太陽光などを含めた未利用エネルギーの活用について提案する

こと 

④災害時に対応したエネルギーシステムの導入について提案すること 
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ⅲ 計画条件 

      １．公園施設 

① 園路  

・「せせらぎ遊歩道ワークショップにかかる報告書（平成24年3月）（附属資

料１０参照）」及び中央公園市民ワークショップを踏まえ、せせらぎ遊歩道

との関係性に留意し、公園内の回遊性、一体性の確保に配慮した園路配置を

行うこと。 

・公園の出入口には車両進入防止及び利用者の急な飛び出し防止のための車止

めを設置すること。  

・主要な動線となる園路は、４ｔ以下の管理用車両が走行できるような構造と

し、有効幅員を３ｍ以上確保すること。  

・園路は全て、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」、

「移動円滑化のための必要な特定公園施設の設置に関する基準」及び「都市

公園の移動等円滑化整備ガイドライン」等に準じて、勾配、幅員等を計画す

ること。  

・園路舗装は、透水性舗装など環境に配慮した素材を選定すること。  

 

② 擁壁・階段・スロープ等  

・擁壁、階段等の構造物は、耐震性に十分配慮すること。  

・擁壁等を設置する場合は、周辺への圧迫感の軽減や景観性に配慮すること。 

・階段、スロープ形状は、「都市公園の移動等円滑化整備ガイドライン」に

示すバリアフリー基準に準じ、勾配、幅員、手すり等を計画すること。 

 

③ 給排水施設  

・隣接地、道路への雨水の流出が生じないよう、適切に排水施設を配置するこ

と。  

・雨水、汚水ごとに系統を区分し、排水は全て公共下水に接続すること。  

・公共下水の接続にあたっては、接続桝を設置し本管接続まで行うこと。  

・地下貯留槽（附属資料１１「地下貯留槽概略図」参照）を活用すること。た

だし、位置図①・②濃縮タンク室（管理棟施設）については、公共下水道雨

水排水計画に基づく雨水排水の一時貯留先として使用することは決まって

いる。 

 

④ 電気設備施設  

・夜間の安全性を確保するため、公園灯を適宜設置すること。  

・自動点滅及び時間点滅が可能な方式とすること。  

・極力、再生可能エネルギーを活用すること。 
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２．施設配置等 

       公園の施設配置については、次の考え方を基本とすること。  

・「せせらぎ遊歩道ワークショップにかかる報告書（平成24年3月）（附属資料

１０参照）」及び中央公園市民ワークショップを踏まえ、せせらぎ遊歩道と

の関係性に留意し、公園出入口付近と一体的、連続的な利用が可能なスペー

スを設けるなど、十分に連携させた内容とすること。  

・防災機能をもった公園としての位置づけを踏まえること。 

・附属資料１１「地下貯留槽概略図」に示す既設の地下貯留槽について活用を

前提とした調査を行い、活用に向けた措置を講ずること。  

 

３．造成計画 

公園造成計画は、以下の考え方に留意し行うこと。  

・公園区域と周辺にレベル差が生じる場合は、擁壁等の処理を施し公園利用面

積を最大限活用できるよう配慮すること。  

・隣接地、道路への雨水の流出及び隣接地、道路からの雨水の流入が生じない

よう、適切に排水勾配を設定すること。  

・表土の保全・活用を積極的に努め、可能な限り公園内及び建築敷地内の植栽

地へ再利用を行うこと。 

 

 

Ⅱ.市民ワークショップへの参加、助言       

主として、以下の内容については、設計の際に配慮するものとする。 

 

① 広場の舗装、配置計画等 

② 遊具施設設置計画 （設置する場合） 

③ 休憩施設設置計画 （設置する場合） 

④ 植栽計画  

⑤ 「Ⅰ.基盤整備計画内容」の「ⅲ 計画条件 公園施設」のうち、せせらぎ遊

歩道等との関連で調整が必要な事項 

⑥ その他提案内容 

（その他、上記①～⑤以外に、市民ワークショップで助言すべき事項があれ

ば提案すること ） 
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    （２）各業務に関する要求水準 

1)市民ワークショップへの参加・助言等 

①別途実施する「市民ワークショップ」（本要求水準書「第５ まちづくりコー

ディネート業務に関する要求水準」参照のこと）へ参加するとともに、必要な

助言等を行うこと。 

②なお、PFI事業者は、コーディネート企業が市民ワークショップ等のコーディ
ネート業務を行う上で必要な協力を行い、十分に連携を図ること。 

 

2)設計業務 

①協定書、業務委託契約書にしたがって、中央公園の工事に必要となる縦横断設

計、施設設計、構造計算などの一連の設計を実施し、施設管理者と協議し、設

計・協議図書を作成すること。 

②中央公園の工事に必要となる施工計画（移転、移設、仮設工を含む）を行うこ

と。 

③実施設計ならびに施工計画に基づき、中央公園に必要となる全ての工事数量お

よび金額を算出すること。 

④設計にあたっては、そのPFI事業者の募集時の提案に基づいて、市と協議し、
その作成する協定書、業務委託契約書、特記仕様書等にしたがって実施するこ

と。 

⑤上記に関連し、地下貯留槽の有効活用のための調査・検討を行い、使用を前提

とした補強方法等の検討等）等について調査・検討を行うこと。 

⑥別途実施する市民ワークショップによる参加者市民意見を可能な限り反映させ

た内容とし、詳細については、市と協議して定めるものとする。 

⑦協定書に定める期間内に業務を完了すること。 
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(ｲ)公園整備業務 

1)建設工事 

①(ｱ)設計業務に基づき、中央公園の工事を行うこと。 

②協定書、業務委託契約書に定める期間内に工事を完了すること。 

③工事着手前に施工計画書（実施工程表を含む）を提出すること。 

④市は、事業者を通じて工事監理者に随時報告を求めることができる。事業者は

工事監理者が工事監理を行う上で必要な協力をすること。 

 

2)施工管理 

・「第２ 都市基盤施設の整備に関する要求水準 ア 整地業務 (ｱ)整地工事

業務」の「施工管理」に同じ 

     

3)施設引渡業務 

・「第２ 都市基盤施設の整備に関する要求水準 ア 整地業務 (ｱ)整地工事

業務」の「施設引渡業務」に同じ 

 

4)近隣対応・対策 

・「第２ 都市基盤施設の整備に関する要求水準 ア 整地業務 (ｱ)整地工事業

務」の「近隣対応・対策」に同じ 

 

5)安全確保 

・「第２ 都市基盤施設の整備に関する要求水準 ア 整地業務 (ｱ)整地工事業

務」の「安全確保」に同じ 

 

6)環境対策 

・「第２ 都市基盤施設の整備に関する要求水準 ア 整地業務 (ｱ)整地工事業

務」の「環境対策」に同じ 

 

7)建設副産物の処理 

・「第２ 都市基盤施設の整備に関する要求水準 ア 整地業務 (ｱ)整地工事業

務」の「建設副産物の処理」に同じ 

 

(ｳ)その他これらを実施する上で必要な関連業務 

・その他(ｱ) ～(ｲ)の業務を円滑に推進していく上で必要業務を市と協議し、実施

すること。 
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エ その他関連調査等業務 

 

(ｱ) 土壌汚染対策業務 

①協定書、業務委託契約書及び設計図書（付属の図面、土木工事仕様書及び特記

仕様書等をいう。）にしたがって、PFI事業区域内の指定された区画において
土壌汚染対策工事を実施すること。 

※対策工事範囲については平成25年度に市が実施する土壌対策調査により決定

することとし、設計変更の対象とする。 

②土壌汚染対策工事とは、確認された汚染土壌に対して、土壌汚染対策法及び関

連法令にしたがって掘削、積込、運搬、処分を行い、環境基準に適合した清浄

土で埋め戻しを行うことをいう。 

③環境への配慮を行い、拡散及び粉塵の飛散防止を十分対策のうえ施工すること。 

④汚染土壌の拡散防止対策、騒音・振動対策については、工事実施時に施工計画

書に記入し、承認を得ること。 

⑤本工事施工にあたっては、重金属類（六価クロム、鉛）による土壌汚染に関す

る作業という特殊性を踏まえ、緊急時連絡体制を整備すること。 

⑥また、土壌汚染調査業務の実施業者との調整を行うこと。 

⑦土壌汚染対策工事の対象となる汚染土壌は、「川西市土壌汚染対策指針（案）（附

属資料７」に則って決定する。 

 

(ｲ) 補助事業の導入に関する申請書類作成等支援業務 

1)国庫補助金等申請の業務 

①市が実施する国庫補助金等申請手続きにおいて必要となる資料等の提供を

市に行うこと。 

②対象となる国庫補助金等の申請手続きは、社会資本整備総合交付金等を予定

している。 

 

2)その他整備に伴う各種申請等の業務 

・兵庫県県土整備部が定める「土木請負工事必携」「土木工事共通仕様書」及

び「土木工事施工管理基準」にしたがい、官公庁等への手続き等の図書作成

を行うこと。 

 
(ｳ) 既存施設の解体業者斡旋等業務 

・既存施設の解体について、所有者より直接依頼があった場合には、川西市の登

録業者より解体業者の斡旋等を行うこと。また、斡旋した後には、市に報告する

こと。 
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第３ 工事監理に関する要求水準 

 

１．総則 

本業務は、各施設の整備に関する工事監理業務を行う。 

 
２．PFI事業者 

   本業務の対象とするPFI事業者とは、募集要項に定める「工事監理企業」とする。 
 
３．業務の範囲 

PFI事業者は、協定書の締結後、協定書、業務委託契約書、本要求水準書に基づいて、
各施設の整備に関する工事監理業務を行うこと。 

 
４．業務期間 

工事監理に関わる業務の業務期間は、「本要求水準書 第１総則 ６．業務期間」に示

すとおり。 

 

５．適用基準等 

・本要求水準書「第２ 都市基盤施設の整備に関する要求水準 ５．適用基準等」に示す

もののうち、関連する適用基準 

 

６．要求水準 

 

各施設の整備に関する工事監理業務 

 

①兵庫県県土整備部が定める「土木請負工事必携」「土木工事共通仕様書」及び「土木

工事施工管理基準」にしたがって工事監理を行うこと。 

②市は、PFI事業者を通じて工事監理者に随時報告を求めることができる。PFI事業者
は工事監理者が工事監理を行う上で必要な協力をすること。 
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第４ 事業区域全域の円滑な促進に係る調整業務に関する要求水準 

 

１．総則 

本業務は、中央北地区特定土地区画整理事業区域全域の円滑な促進に係る調整業務を行

う。 

 

２．PFI事業者 

   本業務の対象とするPFI事業者とは、募集要項に定める「工程調整企業」とする。 
 
３．業務の範囲 

PFI事業者は、協定書の締結後、協定書、本要求水準書に基づいて、中央北地区特定土
地区画整理事業区域全域の諸工事の円滑な促進に係る進捗等の調整業務（以下、「本調整

業務」という。）を行うこと。 
 

４．業務期間 

中央北地区特定土地区画整理事業区域全域の諸工事の円滑な促進に係る進捗等の調整業

務の業務期間は、「本要求水準書 第１総則 ６．業務期間」に示すとおり。 

 

５．適用基準等 

・本要求水準書「第２ 都市基盤施設の整備に関する要求水準 ５．適用基準等」に示す

もののうち、関連する適用基準 

 

６．要求水準 

中央北地区特定土地区画整理事業区域全域の諸工事の円滑な促進に係る進捗等の調整業

務 

 

①PFI事業者は、本調整業務の全体を総合的に把握し、調整を行う業務責任者を定め、
業務の開始前に市に届け出ること。 

②PFI事業者は、毎年度の本調整業務の実施に先立ち、実施体制、実施工程等必要な事
項を記載した業務計画書を市に提出し、市の確認を受けること。 

③PFI事業者は、調整業務に関する報告書を作成し、市に提出すること。ただし、作成
方法及び保管方法については、市と協議により定める。 

④中央北地区特定土地区画整理事業に関わる全体スケジュール、人員配置等を含めた調

整を担い、各工事が円滑に推進するよう全体調整を行うこと。 

⑤業務責任者は、市の直接発注工事の請負業者の担当者と協議、調整を行うこと。 

⑥業務責任者は、民間建築工事の担当者と協議、調整を行うこと。 
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第５ 維持管理業務に関する要求水準 

 

１．総則 

本業務は、施設等の初期の機能及び性能等を常に発揮できる最適な状態に保ち、本施設

の利用者が安全かつ快適に利用できるような品質・水準等を保持することを目的とする。 

 

２．PFI事業者 

   本業務の対象とするPFI事業者とは、募集要項に定める「維持管理企業」とする。 
 
３．業務の範囲 

PFI事業者は、協定書の締結後、協定書、本要求水準書に基づいて、本事業地区内にお
ける都市計画道路等（豊川橋山手線、特殊道路No.１～4、及び区画道路（No.3・6））の

保守管理業務、清掃業務、その他これらを実施する上で必要な関連業務、及び公園等（中

央公園及びせせらぎ遊歩道南線・北線）の保守管理業務、清掃業務、外構・植栽等維持管

理業務を行うこと。 

この業務の実施にあたっては、市民管理団体との業務の役割分担によって実施すること

を前提とする。（市民管理団体と役割分担して業務を行う範囲の対象は、中央公園及び、

せせらぎ遊歩道南線、せせらぎ遊歩道北線とする。） 

なお、市及びPFI事業者が協議し、事業価値等を高めるために必要であると合意した場
合、協定書の締結前後にかかわらず、協定書、要求水準書等における業務の内容を変更す

ることができるものとする。 

 

４．業務期間 

維持管理業務に関わる業務の業務期間は、「本要求水準書 第１総則 ６．業務期間」

に示すとおりで、本施設の供用開始の日から協定書に定める業務期間終了の日までとする。 

 

５．適用基準等 

・本要求水準書「第２ 都市基盤施設の整備に関する要求水準 ５．適用基準等」に示す

もののうち、関連する適用基準 

 

６．要求水準 

（１）業務全般に関わる要求水準 

   1）基本方針 

①予防保全を基本とすること。 

②施設が有する機能及び性能等を保つものとすること。 

③創意工夫やノウハウを活用し、合理的かつ効率的な業務実施に努めること。 
④施設の環境を安全、快適かつ衛生的に保ち、利用者の健康被害を未然に防止するこ
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と。 

⑤物理的劣化等による危険・傷害等の発生を未然に防止すること。 

⑥環境負荷を抑制し、環境汚染等の発生防止に努めるとともに、省資源、省エネルギ

ーに努めること。 

⑦ライフサイクルコストの削減に努めること。 

 

2）業務責任者 

・PFI事業者は、維持管理業務の全体を総合的に把握し調整を行う業務責任者を定め、
業務の開始前に市に届け出ること。 

 

3）業務担当者 

・業務を行う者は、その内容に応じ、必要な知識及び技能を有する者とし、また法令に

より業務を行う者の資格が定められている場合は、当該資格を有する者が業務を行う

こと。 

 

4）業務計画 

・PFI事業者は、毎年度の維持管理業務の実施に先立ち、実施体制、実施工程等必要な
事項を記載した業務計画書を市に提出し、市の確認を受けること。 

・業務計画には、市民管理団体との業務の役割分担について明記すること。 

 

5）賠償責任保険への加入 

・PFI事業者は、業務範囲の道路及び公園等の維持管理業務遂行にあたり、市を保険契
約者及び被保険者とする賠償責任保険への加入を義務づける。PFI事業者は、賠償責
任保険・普通保険約款および特約条項の規定にしたがい、保険金を支払う責を負う

ことになる。 

 

6）業務報告書 

・PFI事業者は、維持管理業務に関する日報、月報及び四半期総括書を業務報告書とし
て作成し、月報及び四半期総括書を市に提出すること。 
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（２）各業務に関する要求水準 

 

ア 道路維持管理業務 

(ｱ) 都市計画道路等の保守管理業務 

①本項業務の対象範囲は、都市計画道路豊川橋山手線、特殊道路No.１～4、及び区画

道路（No.3・6）とする。 

②PFI事業者は、施設の性能及び機能を維持し、本施設における公共サービスが円滑
に提供され、施設の利用者が安全かつ快適に利用できるよう、施設（工作物を含む）

及び設備等の各部の点検、保守、補修、更新、修繕等を実施すること。 

③施設及び設備等を機能上、安全上また美観上、適切な状態に保つこと。 

④部材の劣化、破損、腐食、変形等について調査・診断・判定を行い、迅速に修理・

修繕を行い、部材の劣化、破損、腐食、変形等がない状態に保つこと。 

⑤設備等が正常に作動する状態を保つこと。 

⑥重大な破損、事故等が発生し、緊急に対処する必要が生じた場合の被害拡大防止に

備えること。 

⑦各施設の保守管理業務は以下の点検項目を参考とし、提案を行うこと。 

＜参考：点検項目＞ 

路面 路面の汚れ及び破損、路面への落石、崩土、凍結 

路側、路肩 車道部との段差、穴、亀裂、欠壊 

排水施設 排水施設の破損及び通水状況(降雨時) 

交
通
安
全
施
設 

照明施設 

点灯状態の確認 

照明灯具の取り付け状況及び破損の有無 

ポールの傾斜、わん曲及び根ぐされの状況 

道路標識 

標示板、支柱の破損、汚損及び腐食 

塗装及び反射材料(シート類)の剥離 

標示板の設置角度及び取り付け状況 

照明装置の状況 

基礎の状況 

反射性能(夜間巡回による) 

広告物等による道路標識隠ぺいの有無 

その他 

防護柵、視線誘導標等の破損 

区画線の不鮮明部分の有無 

その他の附属施設の状況 

その他 
道路の不法占用、不法使用 

交通の状況 
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   (ｲ) 清掃業務 

①清掃業務の範囲は、業務対象施設内とする。 

②仕上げ材の性質等を考慮し、日常清掃、定期清掃を適切に組み合わせて作業を実施

し、施設の美観と衛生性を保つこと。 

  

(ｳ) その他これらを実施する上で必要な関連業務 

・その他、上記(ｱ)～ (ｲ)の業務を実施する上で必要となる関連業務について、市と

協議の上、実施すること。 
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イ 公園等維持管理業務 

(ｱ)保守管理業務 

①本項業務の対象範囲は、中央公園及びせせらぎ遊歩道南線・北線とする。 

②PFI事業者は、施設の性能及び機能を維持し、本施設における公共サービスが円滑
に提供され、施設の利用者が安全かつ快適に利用できるよう、施設（工作物を含む）

及び設備等の各部の点検、保守、補修、更新、修繕等を実施すること。 

③施設及び設備等を機能上、安全上、また美観上、適切な状態に保つこと。 

④部材の劣化、破損、腐食、変形等について調査・診断・判定を行い、迅速に修理・

修繕を行い、部材の劣化、破損、腐食、変形等がない状態に保つこと。 

⑤設備等が正常に作動する状態を保つこと。 

⑥重大な破損、事故等が発生し、緊急に対処する必要が生じた場合の被害拡大防止に

備えること。 

⑦各施設の保守管理業務は以下の点検項目を参考とし、提案を行うこと。 

＜参考：点検項目（中央公園及びせせらぎ遊歩道）＞ 

園地内 

危険箇所の有無 

損傷及び汚損の有無 

動物による糞の有無及び除去 

園路及び側溝 

舗装部の損傷の有無 

裸地部分の土砂流失による不陸の有無 

落ち葉及び土砂等による側溝の詰まり 

児童遊具 

遊具の損傷、汚損、ボルトのゆるみ、木製部の腐食等の有無 

砂場の砂の硬化状況 

砂場の不純物及び動物による糞の有無及び除去 

ごみ、ガラス片等の有無及び除去 

草花及び樹木類 

草花及び樹木の生育状況 

花壇内の犬等の放し飼いの有無 

支障樹木の調査(枯損、傾倒、枝の伸長、病害虫等 

便所 

（設置する場合） 

壁面への落書きの有無 

便器破損の有無 

扉破損の有無 

手洗い器具破損の有無 

洗浄機破損の有無 

建物及び工作物 

構造物の損傷の有無 

雨漏りの有無 

塗装の剥離 

ガラスの損傷の有無 

落書き等の有無 

不法占拠等の有無 

給水設備 

手洗い器、散水栓、水飲み器等の破損の有無 

漏水の有無 

排水桝及び排水管の詰まりの有無 

電気設備 

点灯状態の確認 

照明灯具の破損等の有無 

支柱の破損等の有無. 

受電設備の状態確認 
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(ｲ) 清掃業務 

・都市計画道路等の清掃業務に同じ 

 

(ｳ) 外構・植栽等維持管理業務 

①PFI事業者は、施設内の植栽を適切に保護・育成・処理することにより、豊かで美
しい都市内の自然環境を維持すること。 

②植栽維持管理業務の範囲は、業務対象施設内の植栽及び緑化施設等とする。 

③植栽の維持管理に当たっては、利用者及び通行者の安全に配慮すること。 

④植物の種類、形状、生育状況等に応じて、適切な方法による維持管理を行うこと。 

⑤薬剤、肥料等は、環境及び安全性に配慮して選定すること。 

⑥施肥、潅水、病害虫の防除等を行い、植栽を常に良好な状態に保つこと。 

⑦強風で折れないような補強や冬の寒さからの保護のための養生を行うこと。 

 

(ｴ) 市民管理団体業務の提案 

・上記(ｱ)～ (ｳ)の業務について、市民管理団体（後述する「第６ まちづくりコー

ディネート等業務に関する要求水準 ア せせらぎ遊歩道及び中央公園の設計・施

工・管理を一元的に捉えた市民参加による展開業務 (ｴ)上記ア～ウを通じた市民

管理団体の育成業務」を参照のこと。）が実施可能と思われる業務について提案す

ること。 

 

(ｵ) その他これらを実施する上で必要な関連業務 

・その他、上記(ｱ)～ (ｴ)の業務を実施する上で必要となる関連業務について、市と

協議の上、実施すること。 
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第６ まちづくりコーディネート業務に関する要求水準 

 

１．総則 

本業務は、都市基盤の設計・整備・維持管理の各段階における市民参加（参加手法の企

画・実施段階のマネージメント）及び「川西市中央北地区低炭素まちづくり計画(案)」及
び地区内の民間事業者間の連携を目的とした中央北地区全体のトータルコーディネート

等の提案と実践を位置付けることにより、本市の新たなまちづくりの推進を牽引し、「地

区全体の付加価値の向上」を目指すことを目的とする。 

 

２．PFI事業者 

   本業務の対象とするPFI事業者とは、募集要項に定める「コーディネート企業」とする。 
 

３．業務の範囲 

PFI事業者は、協定書の締結後、協定書、業務委託契約書、本要求水準書に基づいて、
本事業地区内におけるまちづくりコーディネート業務を行うこと。 

コーディネート業務の内容等については、PFI事業者の募集時の提案をもとに、市と協
議し、協定書に定めるものとする。 

なお、市及びPFI事業者が協議し、事業価値等を高めるために必要であると合意した場

合、協定書の締結前後にかかわらず、協定書、業務委託契約書、要求水準書等における業

務の内容を変更することができるものとする。 

 

４．業務期間 

維持管理業務に関わる業務の業務期間は、「本要求水準書 第１総則 ６．業務期間」

に示すとおりで、本施設の供用開始の日から協定書に定める業務期間終了の日までとする。

その具体的な業務期間については、市と協議し、事業者が計画し、活動期間については、

事業者の提案に基づき協定書において定める。 

 

５．適用基準等 

・本要求水準書「第２ 都市基盤施設の整備に関する要求水準 ５．適用基準等」に示す

もののうち、関連する適用基準 

 

６．要求水準 

（１）業務全般に関わる要求水準 

1）総括責任者及び業務責任者 

・PFI事業者は、コーディネート業務の全体を総合的に把握し調整を行う総括責任者、
及びコーディネート業務の区分ごとに総合的に把握し調整を行う業務責任者を定め、

業務の開始前に市に届け出ること。統括責任者及び業務責任者を変更した場合も同様
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とする。 

 

2）業務担当者 

・業務を行う者は、その内容に応じ、必要な知識及び技能を有する者とし、また法令に

より業務を行う者の資格が定められている場合は、当該資格を有する者が業務を行う

こと。 

 

3）業務計画 

・PFI事業者は、毎年度のコーディネート業務の実施に先立ち、実施体制、実施工程等
必要な事項を記載した業務計画書を市に提出し、市の確認を受けること。 

 

4）業務報告書 

・PFI事業者は、コーディネート業務に関する報告書を作成し、市に提出すること。た
だし、作成方法及び保管方法については、市と協議により定める。 

 

（２）各業務に関わる要求水準    

 

ア せせらぎ遊歩道及び中央公園の設計・施工・管理を一元的に捉えた市民参加による展

開業務 提案業務 

 (ｱ)中央公園の設計に関わる市民ワークショップ実施業務  

①中央公園については、主に「第２ 都市基盤施設に関する要求水準 ウ 公園整備業

務 (ｱ)設計業務」に示す「Ⅱ.市民ワークショップに基づく計画内容」（p.17）につ
いて、市民のニーズを設計に反映させるために、「設計企業」と連携し、市民ワーク

ショップを企画し、実施すること。 

②中央公園については、とくに、せせらぎ遊歩道南線と密接に関わりが大きく、その関

係性については、「せせらぎ遊歩道ワークショップにかかる報告書（平成24年3月）

（附属資料１０参照）のp.16～17」を参考にすること。また、詳細については、PFI
事業者の募集時の提案書類に基づいて、市と協議し、その後作成する協定書、業務委

託契約書、特記仕様書等にしたがって実施すること。 

③市民ワークショップの開催方法、内容等の事業者提案にあたっては、以下の項目を参

考にすること。      

 

 

 

 

 

  

【事業者提案にあたっての参考項目】 

○設計・施工・管理を一元的に捉えた市民参加の視点をとりいれ、中央公園実施設

計のための市民ワークショップを企画・運営すること 

○市民参加型管理運営の視点により市民管理団体の育成に結びつけること 

○技術面、経済面において実現可能な公園設計に結びつけられること 
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④なお、市民ワークショップには、「設計企業」にも参加・助言いただき、実施設計業

務は別途行うものとする。（本要求水準書「第２ 都市基盤施設に関する要求水準 ウ 

公園整備業務 (ｱ)設計業務」参照のこと） 
⑤本業務についても、十分に「設計企業」と連携し、実現可能な内容としてとりまとめ

を行うこと。 

⑥PFI事業者（コーディネート企業）は、上記の業務全般のコーディネート業務を行い、
随時、市に報告すること。 

 
 (ｲ) せせらぎ遊歩道南線及び中央公園の施工時に関わる市民参加支援業務  
①せせらぎ遊歩道南線及び中央公園（以下、中央公園等という。）の施工時において、

市民参加を促進し、維持管理につなげていく内容を企画し、実施すること。 

②上記の内容等に関しては、PFI 事業者の募集時の提案書類に基づいて、市と協議し、
その後作成する協定書、業務委託契約書、特記仕様書等にしたがって実施すること。 
③上記の内容等の事業者提案にあたっては、以下の項目を参考にすること。 

 
 
 
 
 
 

(ｳ)市民管理団体、行政、維持管理企業による維持管理の役割分担・協働等のマネージメ

ント  

①別途実施する公園等の「維持管理企業」と連携し、公園等の維持管理業務のうち、市

民管理団体が実施可能な内容（「第５ 維持管理業務に関する要求水準 イ 公園等

維持管理業務 (ｴ) 市民管理団体業務の提案」で提案された内容）が円滑かつ継続的

に行えるよう、マネージメントを行うこと。 

②後述(ｴ)の業務で育成された市民管理団体、行政、維持管理企業が連携し、中央公園

等の維持管理業務を官民協働で行うべく、その役割分担を明確にすること。 
③具体的なマネージメント業務の方法、内容等に関しては、PFI事業者の募集時の提案
書類に基づいて、市と協議し、その後作成する協定書、特記仕様書等にしたがって実

施すること。 
④上記のマネージメント業務の方法、内容等の事業者提案にあたっては、以下の項目を

参考にすること。 

  
  

【事業者提案にあたっての参考項目】 

○設計・施工・管理を一元的に捉えた市民参加による展開とその市民管理団体の育

成につながるもの 

○施工時の安全性には十分に配慮した内容であること 

 

【事業者提案にあたっての参考項目】 

○市民ワークショップの参加者を中心とした市民管理団体の育成につなげること 

○継続的に維持管理が可能な内容とすること 
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(ｴ)上記(ア)～(ウ)を通じた市民管理団体の育成業務  

①中央公園等について、設計・施工・管理を一元的に捉えた市民参加による展開を行う

ために、上記を通じた市民管理団体の育成業務を行うこと。 
②市民管理団体は市民ワークショップの参加者を中心とし、市が公募する市民などで構

成すること。 

③市民管理団体の管理業務は日常管理の他、イベントの企画、運営の実施を視野にいれ

ること。 
④具体的な業務の方法、内容等に関しては、PFI事業者の募集時の提案書類に基づいて、
市と協議し、その後作成する協定書、業務委託契約書、特記仕様書等にしたがって実

施すること。 
⑤上記の業務の方法、内容等の事業者提案にあたっては、以下の項目を参考にすること。 
 
 
 
 
 
 
 

(ｵ)その他これらを実施する上で必要な関連業務 

①その他上記業務を円滑に推進していく上で必要業務を市と協議し、実施すること。 

②PFI事業者（コーディネート企業）は、上記の業務全般のコーディネート業務を行い、
随時、市に報告すること。 

  

【事業者提案にあたっての参考項目】 

○設計・施工・管理を一元的に捉えた市民参加による展開とその市民管理団体を育

成すること 

○継続的な維持管理が可能な市民団体（組織、人材）の育成を促すこと 
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イ 低炭素のまちづくり推進業務  提案業務 

 (ｱ)「川西市中央北地区低炭素まちづくり計画」に基づくＰＦＩ事業区域内を中心とした

低炭素社会実現のためのまちづくり提案業務   

①PFI事業者は、事業提案書類及び協定書、業務委託契約書、特記仕様書等にしたがい、
PFI事業区域内を中心とした関連エリアにおいて、「川西市中央北地区低炭素まちづ
くり計画(案)」（附属資料２参照）に基づく、低炭素社会実現のためのまちづくり提案
業務の支援、調整等を行うこと。 

② 上記、「川西市中央北地区低炭素まちづくり計画(案)に基づく、低炭素社会実現のた
めのまちづくり提案業務」とは、「第２ 都市基盤施設の整備に関する要求水準 イ

道路整備業務」 及び「同 ウ 公園整備業務」で整備された未利用エネルギーや地

下貯留槽を活用することによって継続的に実施できる事業者提案のソフト事業を指

す。 

③低炭素化の取り組みを来訪者や居住者に「見える化」するとともに、市民、子どもた

ちの学習の場として活用させること。（環境学習） 
④イ(ｲ)の業務なども踏まえ、区域全体の低炭素化に対する評価を行うこと。 
⑤上記の具体的な業務の内容等に関しては、PFI事業者の募集時の提案書類に基づいて、
市と協議し、その後作成する協定書、業務委託契約書、特記仕様書等にしたがって実

施すること。 

⑥上記の内容等の事業者提案にあたっては、以下の項目を参考にすること。 

 
 
 
 
 
 

 
  
 (具体的な提案業務内容については、次頁の例を参考にすること。) 
 
⑦なお、市及びPFI事業者が協議し、事業価値等を高めるために必要であると合意した
場合、協定書、業務委託契約書、特記仕様書、及び要求水準書等における業務の内容

を変更することができるものとする。 

  

【事業者提案にあたっての参考項目】 

○PFI 事業区域内を中心とした関連エリアにおいて、「川西市中央北地区低炭素ま
ちづくり計画(案)」のビジョンや目標が達成できる内容 

○官民連携で民間投資を促進し、持続的で魅力ある地域づくりに寄与できる内容 
○多様な主体が参加しやすい業務内容（環境学習） 
○PFI事業者として、主体的にかつ継続的に実施できる内容 
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例：以下の例は概ね「川西市中央北地区低炭素まちづくり計画（案）」に記載された内容に

基づくものであるが、趣旨に基づくものであれば、これに縛られることなく、自由な提

案を求める。 

 
●施設を活用した防災・エネルギーに関するイベント実施 

・PFI事業者は中央公園を中心として、来訪者や居住者を対象とした防災・エネルギ
ー学習の機会の提供を検討し、イベント等を実施する。 

（例えば、「第２ 都市基盤施設の整備に関する要求水準 ウ 公園整備業務」で検

討され、設置された中央公園内の機能、装備等を活用し、災害時に備えたイベント

等を実施し、平常時の利活用などにつなげていくなど） 

・せせらぎ遊歩道等を活用した環境学習、イベント等を企画し実施する。 

 

●環境学習の継続的な運営 

・PFI事業者は、必要に応じて大学・市民団体等と多様な主体と連携しながら、来訪者
や近隣の居住者、子どもを対象とした環境学習を主催し、継続的な運営を行う。 

 

●駐輪対策の実施 

・地区内においては、誰もが快適に地区内を回遊できるよう、駐輪対策を行う。 

・駐輪施設の設置 

・PR駐輪及び周辺施設案内マップの作成 等 
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(ｲ) 中央北地区全域の低炭素まちづくり実践業務（低炭素建築物の誘導及びモニタリング） 

 

①「川西市中央北地区低炭素まちづくり計画（案）」（附属資料２参照）では、本計画及

び「中央北まちづくり指針（案）」（附属資料６参照）に沿って、まちづくりを進める

とともに、官民の関係者と連携を図りながら、本計画に基づく進捗管理を「川西中央

北エコまち協議会（以下「協議会」という。）」が主体となって行うとしている。 
②PFI事業者は、事業提案書類及び協定書、業務委託契約書、特記仕様書等にしたがい、
土地区画整理法第７６条許可申請の事前協議時等において、低炭素まちづくり計画

（低炭素建築物新築等計画認定制度の活用等）の誘導・指導及びその結果を踏まえた

モニタリングを行うこと。 

③モニタリング内容については、事前に市及び協議会と協議して設定するものとし、そ

のモニタリング結果及びその進捗状況については、逐次、市及び協議会に報告するこ

と。 

④上記の具体的な業務内容等に関しては、PFI事業者の募集時の提案書類に基づいて、
市と協議し、その後作成する協定書、業務委託契約書、特記仕様書等にしたがって実

施すること。 

⑤上記の業務の内容等の事業者提案にあたっては、以下の項目を参考にすること。 

 
 
 
 
 
 

 
 (具体的な提案業務内容については、次頁の例を参考にすること。) 
 

⑥なお、市及びPFI事業者が協議し、事業価値等を高めるために必要であると合意した
場合、協定書、業務委託契約書、特記仕様書及び要求水準書等における業務の内容を

変更することができるものとする。 

  

【事業者提案にあたっての参考項目】 

○官民連携で民間投資を促進でき、「川西市中央北地区低炭素まちづくり計画」のビ

ジョンや目標が達成できる実践業務 
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例：「川西市中央北地区低炭素まちづくり計画（案）」のビジョンや目標が達成できるもの

であれば、これに縛られることなく、自由な提案を求める。 

 

●低炭素建築物の誘導及びモニタリング 

・今後、新築または改築される建築物を対象に、低炭素建築物への指導・誘導を行う。

また、実現した低炭素建築物に対して目標達成状況を確認するためのモニタリングを

実施する。 

 

●建築物の低炭素化の取り組みの「見える化」誘導 

・PFI事業者は、各施設での取り組みが来訪者、居住者に分かるよう建築物の低炭素化

の「見える化」を誘導する。 

 

●「屋根貸し太陽光発電」等の仕組みづくりと建築主に対する提案・誘導 

・太陽光発電等の再生可能エネルギーの活用の促進に向けて、「屋根貸し太陽光発電」

等について、エネルギー事業者を活用して、建築主に対して提案し、設置の誘導を行

う。 

 

 

 
(ｳ)その他これらを実施する上で必要な関連業務  

・その他、上記業務を円滑に推進していく上で必要となる業務を市と協議し、実施す

る。 
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ウ 中央北地区全域（土地区画整理事業区域全域）に関するマネージメント業務 提案業務 

 (ｱ)地区内の付加価値の向上を目的とした地区内の民間事業者等の参加による連携業務  

①PFI事業者は、事業提案書類及び協定書、業務委託契約書等に従い、地区内の付加価
値の向上を目的とし、地区内の民間事業者等の参加による連携業務を実施すること。 
②国の制度等を活用したエリアマネージメント業務等の提案を行うこと。 

③上記業務の具体的な内容等に関しては、PFI事業者の募集時の提案書類に基づいて、
市と協議し、その後作成する協定書、業務委託契約書、特記仕様書等にしたがって実

施すること。 

④上記の業務の内容等の事業者提案にあたっては、以下の項目を参考にすること。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 (具体的な提案業務内容については、以下の例を参考にすること。) 
⑤なお、市及びPFI事業者が協議し、事業価値等を高めるために必要であると合意した
場合、協定書、業務委託契約書、特記仕様書及び要求水準書等における業務の内容を

変更することができるものとする。 

 

例：以下の例に縛られることなく、自由な提案を求める。ただし、低炭素まちづくりに関す

る内容で、「イ低炭素のまちづくり推進業務」に含まれないものは、ここに含めるもの

とする。 

●地区内の民間事業者等の参加による地区の環境維持・向上に向けた検討（意向調査、

コンサルタント派遣） 

・地区内の地権者や民間事業者を含め、当地区の環境維持・向上に向けた検討を行う。 

●地区の環境維持、向上に向けたイベントの実施 

・土地区画整理事業期間中において、建物建設までの空き地等や中央公園、せせらぎ

遊歩道等を活用した環境維持・向上に向けたイベント（フラワーポットを活用した

市民花壇作製等）に実験的に行う。 
●環境等をテーマとした社会実験 

・市内企業や市民団体と連携し、環境等をテーマとしたイベントに取組むことにより、

市民主体の管理運営へと展開していくための社会実験を行う。（例：道路空間を活

用した人にやさしい環境づくりの社会実験等） 

【事業者提案にあたっての参考項目】 

○地区内の多様な機能が連携し、地区の付加価値の向上に寄与できる業務内容また

は取り組むべき内容を具体的に提案すること 

○民間投資を促進し、地区のエリアマネージメントに関する啓発や具体的な活動を

生み出し、地区の環境維持、向上につながるような業務内容または取り組むべき

内容を具体的に提案すること 
○PFI事業者として、主体的にかつ継続的に実施できる業務内容または取り組むべ
き内容を具体的に提案すること 
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(ｲ) 地区内に立地する企業等との連携によるエリアマネージメント業務 

①地区内に立地する集客機能、公益機能、医療、住宅機能の施設や企業等を対象とし、

地区の付加価値の向上を図ることを目的としたソフト事業等の連携を実施するなど

の検討会議を設置し、その運営を図ること。 

②上記において、立地企業等が連携し、持続的で魅力ある地域づくりに寄与できるよう、

エリアマネージメントの運営を図ること。 

③上記業務の具体的な内容等に関しては、PFI事業者の募集時の提案書類に基づいて、
市と協議し、その後作成する協定書、業務委託契約書、特記仕様書等にしたがって実

施すること。 

④上記の業務の内容等の事業者提案にあたっては、以下の項目を参考にすること。 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
(具体的な提案業務内容については、以下の例を参考にすること。) 

 
⑤なお、市及びPFI事業者が協議し、事業価値等を高めるために必要であると合意した
場合、協定書、業務委託契約書、特記仕様書及び要求水準書等における業務の内容を

変更することができるものとする。 

 

例： 以下の例に縛られることなく、自由な提案を求める。 

 

●住宅施設と集客施設、集客施設と医療施設、及び住宅施設と医療施設、あるいはこ

れら3事業者が、それぞれ考えられる連携 

 

 
 

(ｳ)その他これらを実施する上で必要な関連業務  

・その他、上記業務を円滑に推進していく上で必要となる業務を市と協議し、実施す

る。 

 

  

【事業者提案にあたっての参考項目】 

○地区内に立地する集客機能、公益機能、医療、住宅機能の施設や企業等が互いに

連携し、地区の付加価値の向上に寄与できるよう導くこと 

○立地企業等が連携して民間投資を促進し、持続的で魅力ある地域づくりに寄与で

きるような業務内容または取り組むべき内容であること 
○PFI事業者として、主体的かつ継続的に実施できる業務内容であること 
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第７ 付帯業務に関する要求水準 

 

１．総則 

付帯業務は、市関連用地に関する適正な処分と住宅施設の誘致を目指すことを目的とす

る。 

 

２．PFI事業者 

   本業務の対象とするPFI事業者とは、募集要項に定める「用地活用企業」とする。 
 

３．業務の範囲 

PFI事業者は、協定書の締結後、協定書、本要求水準書に基づいて、１５街区における
市関連用地処分に関する業務を行うこと。 

なお、市及びPFI事業者が協議し、事業価値等を高めるために必要であると合意した場
合、協定書の締結前後にかかわらず、協定書、要求水準書等における業務の内容を変更す

ることができるものとする。 

 

 

４．業務期間 

付帯業務に関わる業務の業務期間は、「本要求水準書 第１総則 ６．業務期間」に示

すとおり。 

 

５．適用基準等 

・本要求水準書「第２ 都市基盤施設の整備に関する要求水準 ５．適用基準等」に示す

もののうち、関連する適用基準 
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６．要求水準 

 

（１）業務全般に関わる要求水準 

①PFI事業者は、提案書類の詳細説明及び協議を実施するとともに、業務の体制、スケ
ジュール等を盛り込んだ業務計画書を作成し、市の承諾を得ること。 

②PFI事業者は、業務計画書に基づき、業務を行うこと。 
③PFI事業者は、用地取得民間事業者により、市関連用地に関わる基本設計が完成した
段階及び実施設計が完成した段階で速やかに「基本設計図書」及び「実施設計図書」

を市に提出させ、市の承諾を受けさせるものとする。提出図書については、市と協議

の上、定めること。 

④PFI事業者は、建築基準法の法令に基づく書類の作成及び各種申請等の手続きを事業
スケジュールに支障がないよう実施すること。また、市に対して事前説明及び事後報

告を行うとともに、必要に応じ各種許認可等の書類の写しを市に提出すること。 

 

（２）各業務に関わる要求水準 

市関連用地等処分業務   提案業務 

 (ｱ)市関連用地等の取得業務 

・協定書等にしたがい、事業者は、事業者が提案した価格で、市関連用地等（１５街

区の一部（以下、「取得宅地」という。））（附属資料１２参照）の取得を行うこ

と。ただし、提案価格は募集要項に示した最低価格を上回ること。 

 
(ｲ)住宅の誘致等に関する業務 

①取得宅地について、協定書、業務計画書にしたがい、計画の趣旨に基づいた住宅施

設の誘致を行うこと。 

②具体的な土地利用計画については事業者の募集時の提案に基づいて、市と協議して

定める。 
③上記の土地利用計画の事業者提案にあたっては、以下の項目を参考にすること。 
   

  【事業者提案にあたっての参考項目】 

○住宅都市・川西の中心地の担うべき要素としての「住宅機能」について検討し、

あるべき姿としての土地利用計画とすること。 

○周辺施設と連携し、「地区全体の付加価値の向上」に寄与する土地利用計画とす

ること。 

○「中央北まちづくり指針(案)」（附属資料６参照）に示す「生活支援施設」につ

いては設置を義務づけるものではないが、設置されない場合は、その考え方を示

すこと。 

○当該地の立地条件から考えられる利用者ターゲット層を考慮した土地利用計画

とすること。 
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(ｳ) 「川西市中央北地区低炭素まちづくり計画」に則った土地利用等の提案・実践業務 

①取得宅地について、協定書、業務計画書にしたがい、「川西市中央北地区低炭素ま

ちづくり計画(案)」（附属資料２参照）に基づいた土地利用等の提案を行うとともに、
集約都市開発事業の認定申請（※）を行い、その実現化を図ること。 

②具体的な土地利用計画については事業者の募集時の提案に基づいて、市と協議して

定める。 
③上記の土地利用計画の事業者提案にあたっては、以下の項目を参考にすること。 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

(ｴ)街区の整備等業務 

①取得宅地における取得後の整備については、事業者の募集時の提案に基づき、事業

者の責任において実施すること。 

②協定書に定める期間にしたがって建設工事を実施すること。 

 
(ｵ)その他これらを実施する上で必要な関連業務 

・その他、上記業務を円滑に推進していく上で必要となる業務を市と協議し、実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

（※）集約都市開発事業の認定申請については、以下のホームページを参照のこと 

http://www.mlit.go.jp/toshi/city_plan/eco-machi-manual.html 

【事業者提案にあたっての参考項目】 

○取得宅地について、低炭素まちづくりなどの視点より、「川西市中央北地区低炭

素まちづくり計画(案)」に基づく建築物のあり方や未利用エネルギーを活用する
など、地区の付加価値の向上に寄与できるような業務内容 

（例 ：低炭素建築物新築等計画認定制度等の活用（ＣＯ2削減）等） 

 

○取得宅地について「川西市中央北地区低炭素まちづくり計画(案)」のビジョンや
目標が達成できる業務内容 

（例 ：太陽光・太陽熱や下水熱等の未利用エネルギーの活用等） 

http://www.mlit.go.jp/toshi/city_plan/eco-machi-manual.html

